別紙様式１
令和　　年　　月　　日　

　　

　農林水産大臣　殿                  　

　

（応募者）
所在地
名　称
代表者の役職及び氏名　　　　　　　　
持続可能な食品等流通対策事業に係る課題提案書

持続可能な食品等流通対策事業に係る課題提案書を、別添のとおり関係書類を添えて提出します。

別紙様式２
	受付番号

	


  課題提案書（応募者に関する事項）
	事業№
	

	事業名
	持続可能な食品等流通対策事業


	事業担当者名及び
連絡
先

	団体名

	
	氏名（ふりがな）

	
	所属（部署名等）

	
	役職

	
	所在地


	
	電話番号
	
	ＦＡＸ
	

	
	E-mail　　　　　　　　　　　　　　　

	経理担当者
名及
び
連
絡
先

	氏名（ふりがな）

	
	所属（部署名等）

	
	役職

	
	電話番号
	
	ＦＡＸ
	

	
	E-mail                              



	団体概要


	※団体ホームページのＵＲＬを記載してください。

　　http://www.****

※上記ホームページに、以下の情報が記載されている場合は☑をお願いします。

　　□　業務（事業）内容

　　□　財務状況

	過去の類似・関連事業の実績、実施内容等



	事業担当者の業績等

※事業担当者全員の業績を事業担当者ごとに具体的に記載してください。

１．農林　太郎（所属・役職）

２．農林　花子（所属・役職）


	重複申請の有無　　　有・無
※有の場合は、申請中の応募事業名及び事業概要を記載してください。

	今年度既に採択が決定及び実施している事業があれば、その事業名及び事業概要を記載してください。



	過去３年以内における補助金等の交付決定取消の有無及びその原因となる行為の概要※該当する場合は、当該取消を受けた日を記載してください。




　※必要に応じ、関係資料を添付してください。
別紙様式３
課題提案書（取組内容に関する事項）
	１　事業の目的
（事業の背景となる市場ニーズ、環境分析等を踏まえ、事業の目的を記載してください。）

	

	２　事業内容・実施方法

（取組内容や、事業の実施方法を具体的に記載してください。）

	

	３　実施体制
  （事業実施体制を図示してください。また、連携又は委託を行う団体がある場合には、その名称、概要及び事務処理体系についても記載してください。）

	

	４　事業実施スケジュール

  （事業のスケジュールについて、具体的な内容が分かるように記載してください。）

	


　

	５　事業の目標（達成すべき成果）、波及効果（事業の取組により得られる成果について記載してください。）

	※　流通における所要時間や経費等の削減、生産性向上等による賃上げ等の具体的な数値目標を簡潔に記載するとともに、食品等流通の合理化の取組が、事業の成果目標の達成にどのように寄与するのかを、以下の表に具体的に記載してください。
（１）アウトプット

※　取組の結果として何を創り出すのか、事業により提供するものを記載してください。

（２）短期アウトカム

※　取組の結果、短期（概ね１年後）に実現を目指す成果を定量的に記載してください。

ただし、測定可能な指標を記載してください。

（３）中期アウトカム

※　取組の結果、中期（概ね３年後）に実現を目指す成果を定量的に記載してください。

ただし、測定可能な指標を記載してください。

（４）インパクト

※　取組が終了した後、将来的に生じると考えられる成果、最終的に目指す成果を

記載してください。

※　事業評価と改善活動を行うため、アウトカムについて事業開始前の値（現状値）を計測して提供するとともに、毎年度の事業終了後に実績値を報告していただきます。


	６　事業成果・効果の検証方法
（事業の成果・効果をどのように測定・検証するかについて記載してください。）

	※　食品等流通の合理化・高度化に取り組んだ結果、どのような成果・効果が期待できるのか。また、そのことをどのようにして把握・評価するのかを具体的に記載してください。
□　賃上げ目標の設定によるポイント加算を希望

※　賃上げ目標の設定によるポイント加算とは、採択審査時に政策的観点からポイント加算を行い、優先的に採択を行うものです。

※　事業実施期間において、給与総額を年率１％以上増加させる賃上げ目標の設定によるポイント加算を希望する場合には、上記にチェックしてください。調査・実証による生産性向上等の事業成果の全部又は一部を賃上げにより従業員に還元する賃上げに係る具体的な数値目標を設定し、従業員にあらかじめ明示するとともに、数値目標の把握・評価方法について具体的に記載してください。なお、調査・実証を行った年度の翌年度以降、事業計画期間中の毎年３月末時点において、賃上げ目標が達成できていない場合は、理由書の提出を求めます。賃上げ目標が達成できなかったことについて正当な理由のない場合などには、必要に応じて国庫補助金額に賃上げ目標の未達成率を乗じて得た額の返納を求めることがあります。設備・機器を導入した年度の翌年度以降、事業計画期間中の毎年３月末時点において、賃上げ目標が達成できていない場合は、理由書の提出を求めます。賃上げ目標が達成できなかったことについて正当な理由のない場合などには、必要に応じて国庫補助金額をリース期間で除してリース残期間を乗じて得た額の返納を求めることがあります。
例）流通における所要時間や経費等の削減
　　　　　（単位：％）　　　　　　　　　　

導入前
Ｒ５
導入年
Ｒ６
Ｒ７
Ｒ８
削減率

100
90
80
70
　注）導入前を１００とした割合。
例）生産性向上等による賃上げ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

導入前

Ｒ５
導入年

Ｒ６
Ｒ７
Ｒ８
賃上げ率

100

101

102

103
　注）導入前の給与総額を１００とした割合。



別紙様式４
経　費　内　訳　書
                                                                 （単位：千円）
	区　　分
	
	備　考

	
	事 業 費
	国庫補助金
	自己負担
	

	※事業の実施内容との関係が分かるよう可能な限り具体的な積算に努めてください。
	
	
	
	

	計

	
	
	
	


（注） ・備考欄には、経費積算の根拠（単価、員数、日数等を明記した計算式等）を

         記載してください。
　　　 ・事業の一部を他の民間団体に委託する場合は、該当部分の経費が分かるように
         記載してください。
　　　 ・経費の支出に関する規程（謝金、旅費及び人件費の単価等が分かるもの）等を添付してください。

       ・謝金及び賃金については、その単価等が分かる資料を添付してください。
・消費税相当分は国庫補助金欄には計上せず、自己負担欄に計上してください。

（　参　考　）
専門用語の説明
	事業名
	物流生産性向上推進事業

	用　　語
	説　　　　　　　　　　明

	
	

	
	


　※「専門用語の説明」は、提案書の内容で特に説明が必要となる用語がある場合のみ作成してください。該当がない場合は、添付は不要です。

別紙様式５
　
団　体　の　概　要
１　団体の名称
２　主たる事務所の所在地
３　代表者の役職名及び氏名
４　設立年月日
５　事業年度（　月～　月）
６　構成員の概要
	名　称
	所在地
	代表者氏名
	概　要
	備　考

	
	
	
	※事業概要、従業員数、資本金、売上高等について記載

	


７　設立目的
８　事業の内容
９　特記すべき事項
１０　添付書類
（１）定款、組織規程、経理規程等の組織運営に関する規約（又はこれに準ずるもの）及び総会等で承認されている直近の事業計画及び収支予算等
（２）新たに設立された団体にあっては、設立に関する関係者の協議・調整等を示す書類（設立総会資料、設立総会議事録等）
（３）その他参考資料
